
＜お知らせ＞

① 本県においては、平成１４年４月より、契約書に「談合等による解除」及び「損害賠償の予定」

条項を設け、不正に対して今まで以上に厳正に臨むこととしております。

② 談合等と疑わしい事態が発生した場合には、全入札参加者から「工事費内訳書」を提出いただ

き、事情聴取することがありますのであらかじめご了知ください。

③ 契約締結後、受注者が次のいずれかに該当すると認められるときは、契約を解除することがあり

ます。

また、契約を解除した場合は、違約金支払義務が生じます。

(1) 役員等（法人にあっては役員（非常勤の者を含む。）、支配人及び支店又は営業所（常時土

木設計業務等契約、測量･調査等契約又は建築設計業務等契約に関する業務を行う事務所をい

う。以下同じ。）の代表者を、個人にあってはその者、支配人及び支店又は営業所の代表者を

いう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同

じ。）であると認められるとき。

(2) 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に

実質的に関与していると認められるとき。

(3) 役員等が、その属する法人、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で、又は第三者に

損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用していると認められるとき。

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的若し

くは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していると認められるとき。

(5) 前２号に掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係

を有していると認められるとき。

(6) この契約に係る下請契約又は資材及び原材料の購入契約等の契約（以下「下請契約等」とい

う。）に当たって、その相手方が前各号のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契

約を締結したと認められるとき。

(7) この契約に係る下請契約等に当たって、第１号から第５号までのいずれかに該当する者をそ

の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）において、発注者が当該下請契約等

の解除を求めたにもかかわらず、それに従わなかったとき。

(8) この契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員から不当に介入を受けたにもかかわらず、

遅滞なくその旨を発注者に報告せず、又は警察に届け出なかったとき。

④ 上記③(8)の届出を怠った場合は、「奈良県建設工事等請負契約に係る入札参加停止措置要領」

に基づく入札参加停止措置を行う場合があります。

⑤ 平成１９年４月１日付の機構改革等により、契約締結権限の一部が知事から部局長又は各課

（室）長に委任されています。ついては、一部の契約について、部局長又は各課（室）長が県の契

約名義人になる場合がありますのであらかじめご了知ください。


